
１. ＮＧＯ利用者の視点

私は､ 市民運動､ 平和運動に携わっている立場

から米国の情報公開法を活用してきた｡ 日本で情

報公開法が施行されてからは､ それを使った調査

活動を始めている｡ 本論では､ そういうＮＧＯ在

籍の利用者の立場から日本の情報公開法の問題点

を考えることにする｡ その意味では､ 体験に基づ

いた実践的な立場からの論考である｡

まず､ 平和運動で情報公開法を使うときの目的

意識を､ 簡単に説明する｡

私が情報公開法を活用したいと考えるときとは､

日本の安保政策に重大な影響を及ぼすと思われる､

非常に具体的なテーマに関して､ 事実に基づいて

分析し､ 世間に知られていない､ あるいは誤って

理解されていることの真相を明らかにしたいと思

うときである｡ 情報公開法を道具として使って仕

事をすることによって､ その事実の解明に少しで

も貢献できると同時に､ 得られた事実情報は､ 他

の人々が次の調査や論考を進めるための確かな土

台となることが出来る｡ そのような意味で､ 私は

極めて焦点を絞った観点から情報公開法を見るこ

とになるであろう｡ しかし､ この観点は限定的で

はあるけれども､ 日本の平和運動に長く欠けてい

た普遍的な側面をもっていると､ 私は考えている｡

米情報公開法を活用した私の仕事は1989年に始

まった｡ 巡航ミサイル・トマホークの海洋配備に

反対する世界的な市民運動の中で､ 今回のシンポ

ジウムに参加されたハンス・クリステンセンもか

つて働いていたグリーンピースのワシントン事務

所を訪れた｡ そこで情報公開法を駆使した調査に

関しては世界的に知られた先駆者であるウイリア

ム・アーキンやジョシュア・ハンドラーと出会い､

その手法を知ったのが直接のきっかけであった｡

したがって､ 日本の情報公開法ができるのを､ 米

国の法律を使いながら10年以上､ 心待ちにしてい

たということになる｡

２. 二つの実例

具体的に理解していただくために､ 米情報公開

法を使って得た二つの情報を例にして､ 平和運動

における情報公開制度への問題意識を簡単に説明

する｡
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図1 公開文書例：沖縄海兵隊の辺野古弾薬庫の爆発物
安全量距離



図１に示したものは､ 沖縄の辺野古弾薬庫の全

景と爆発物安全量距離 (ＥＳＱＤ) の図である｡

公開された施設マスタープランの中に含まれてい

たものを文字だけ日本語にリライトした｡ 図には

一つ一つのイグルー (半地下覆土式弾薬庫) につ

いて､ 保管する弾薬量に基づく爆発物安全量距離

の円弧が､ 米国の規準にしたがって計算され描か

れている｡ この図によって､ 国道329号線がそっ

くりＥＳＱＤの中に入っていて､ 基地外の日常活

動の空間が絶えず事故の被害の危険にさらされて

いることが分かる｡ この状況を合法化するために､

軍の規則では例外措置を申請して許可を得る制度

があることも情報から分かった｡ であるとすれば､

その例外が容認される手順はどうなっているのか､

住民の安全が脅かされる日本の自治体がその過程

に関与すべきではないか､ といった疑問が発生す

る｡ つまり､ 具体的な平和運動の課題が見えてく

る｡ この図には出ていないが､ 弾薬庫地域や近く

の兵舎には､ ｢フォールアウト・シェルター｣ と

明記された地下シェルターが作られていることも

分かった｡ 核兵器の貯蔵を前提とし､ 核兵器事故

を想定したシェルターである｡ 沖縄返還以前の構

造物であり､ 非核三原則は適用されなかったと言

い訳するとしても､ 付近住民の生命の保護は無視

されたことが明らかになる｡ この例は具体的な事

実情報が､ ｢安全保障とは何か｣ ということを社

会に問いかける重要な切り口を平和ＮＧＯに提供

してくれる一例である｡

もう一つの例として､ 日本を母港にしていた空

母ミッドウェーの1984年８月18日の航海日誌

(�������) の一つのページを図２に示す｡ 空母

ミッドウェーが横須賀から佐世保に向かう途中の

記録である｡ 注目したいのは､ 20時15分に ｢�	



����
 ��	��� ���	� 
���� (ブロー

クンアロー訓練を開始した)｣ と書かれ､ 21時６

分に ｢������
 ��	
 ��	��� ���	�


���� (ブロークンアロー訓練を解除した)｣ と

書かれている個所である｡ ｢ブロークンアロー｣

というのは放射能汚染を伴うような核兵器事故の

暗号名として米国の公文書で確認されている｡ こ

のように横須賀から佐世保に行く途中においても､

核兵器事故を想定した訓練を繰り返し行われてい

る事実を知ることが出来た｡ その他､ 数多くの同

様な記録を集めることによって､ 日本への核兵器

の持ち込み疑惑の真相に迫る状況証拠を積み重ね

ることができたのである｡

米国の情報公開法で在日米軍基地を調査した結

果は､ 拙著括弧 『情報公開法でとらえた在日米軍』

(高文研､ 1992年)､ 『情報公開法でとらえた沖縄

の米軍』 (同､ 1994年)､ 『在日米軍』 (岩波新書､
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図２ 公開文書例：空母ミッドウェーの航海日誌



2002年) にまとめられているので､ 参照していた

だきたい｡

３. 日本の情報公開法 ――利点

2001年４月１日に日本の情報公開法が施行され

たとき､ 自衛隊や外務省の安保政策に関する日本

独自の文書を入手し､ 日本の政策を一次情報によっ

て検証するとともに､ 日米安保関係を両国の公文

書から比較検証することが､ 理論的には可能になっ

た｡ しかし､ 米国の情報公開法を使った10数年の

経験から､ 私は､ 日本で法律が施行されるという

ことは極めて重要な一歩ではあるが､ 一つの出発

点に過ぎないと考えている｡ 重要な問題は､ 施行

された法律を基礎にして､ 私たちがどれだけ国の

情報公開を前進させることができるかである｡ こ

こには､ 民主主義に関する市民の力量が問われる

ような長い闘いが要求される｡ 情報公開法がない

ときにはこの闘いの土俵すら無かった訳であるが､

法律施行によって私たちはやっと土俵に上がるこ

とができたのである｡ その意味において､ 法律施

行は極めて歓迎すべきことがらであった｡

より具体的には少なくとも二つの点で､ 現行情

報公開法は､ 公開の範囲を拡大するための土俵と

して役立つと思われる｡ まず､ 法律の第一条を見

ていただきたい｡

｢第一条 この法律は､ 国民主権の理念にのっ

とり､ 行政文書の開示を請求する権

利につき定めること等により､ 行政

機関の保有する情報の一層の公開を

図り､ もって政府の有するその諸活

動を国民に説明する責務が全うされ

るようにするとともに､ 国民の的確

な理解と批判の下にある公正で民主

的な行政の推進に資することを目的

とする｡｣

これによって分かるように､ 法律は ｢政府文書

の原則公開｣ というような斬新な表現で書かれて

はいない｡ しかし､ ｢この法律は､ 国民主権の理

念にのっとり､ 行政文書の開示を請求する権利に

つき定めること等により｣ 云々と書いてある｡ し

たがって ｢国民主権の理念｣ ｢開示を請求する権

利｣ という表現によって､ 原則公開の精神は描か

れており､ 公開の範囲を拡大して行くための土俵

がそこにある､ と言ってよいであろう｡ つまり､

行政文書は基本的に国民から発している､ 国民の

財産であるという理念を私たちは主張することが

出来る｡ これが第１点である｡

第２点として､ 第一条の最後の部分にある､

｢国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主

的な行政の推進に資することを目的とする｣ とい

う文言に注目したい｡ つまり､ ここには情報公開

によって行政自身が向上する､ つまり国民に返っ

てくるべき行政の質が､ より公正で民主的なもの

へと向上するということが書かれている｡ 情報公

開法は､ 役人にとって ｢いやな法律｣ ｢厄介な法

律｣ ではなくて､ 本来の仕事をやりやすくする､

役人を助ける法律であるという思想的転換の根拠

が述べられているのである｡ これは､ 公開を拡大

するもう一つの基礎を提供するものであろう｡

４. 日本の情報公開法 ――懸念

とは言え､ 日本で行政当局と接した市民はだれ

もが感じるように､ 日本では ｢行政＝お上｣ とい

う意識が非常に強いことは確かである｡ 若い世代

にも､ この感覚は驚くほど受け継がれている｡ し

たがって､ 上記のような土俵がありながらも､ そ

れが原理の実践のために活用されてゆくためには､

多くの試練が存在すると考えるべきであろう｡ そ

のような懸念を裏書きするものは､ すでに法律そ

のものや成立過程に見ることが出来る｡

懸念の第１点は､ この法律そのものが思想的転

換を促すような斬新な表現によって書かれていな

いことである｡ 条項そのものには法的解釈を厳密

にするために限界があるとしても､ 前文や付属趣
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旨文において､ そのような意気込みを法律に注入

するということは可能であった｡ 実際の法律は､

従来の官僚感覚で書かれているのみであり､ 行政

担当者や市民に意識変革を生むインパクトがない

という懸念がある｡

例えば､ 米議会の情報公開法に関する広報文書

の冒頭部分に登場する ｢すべての情報は市民に属

する｣ というような文言は､ 斬新であり意識変革

につながる表現であろう｡ また､ ｢情報公開は行

政にとっても利益｣ と述べていたなら､ やはり行

政担当者にも利用者市民にとっても､ 意識変革に

つながることが期待できたであろう｡

第２点として危惧されたことは､ 投資がないと

いうことであった｡ つまりこの制度の実施に当たっ

て必要な金をかけていない｡ 相当な数の専門的な

人員育成と人員の配置が考慮されなければならな

いにもかかわらず､ そのような議論が行われなかっ

た｡ 与党の消極的な姿勢の下で､ ともかく法律の

成立が最優先されたという経過を考えると､ やむ

を得ない事情があったのかもしれない｡ ｢制度の

財政的な負担は大きくない｣､ ｢立法の意思こそが

問題なのだ｣ という趣旨の説得が､ 消極派を動か

すために用いられた｡ しかし､ この点は米国の法

律を使ってきた私の経験からは､ 大きな懸念材料

であった｡

問題点の第３点は､ 公開の有無に関する異議申

し立て制度の不十分性であろう｡ 法律が定めてい

る現在の制度は次のようになっている｡ たとえば

公開請求に対する非開示回答を得て､ それ不服が

ある場合､ 請求者は情報公開法とは別の既存の行

政不服審査法に基づいて対象文書の管理行政機関

の長に不服を申し立てる｡ 申し立てられた機関は､

それを情報公開審査会 (内閣府に設置される) と

いう諮問機関に諮問する｡ その際､ 機関側は､ 最

終的には裁判になることを想定して､ その争いに

勝てるような説得力をもった非公開理由を添付す

ることになる｡ 情報公開審査会は最初９人で構成

されていたが､ それでは対応できないことが判明

し､ 施行一年後に12人に増強された｡ 公開審査会

の結論によっても不服が解決されなかったとき､

請求者は行政事件訴訟法という既存の法律に基づ

いて提訴することになる｡

この不服申し立てのシステムは､ 日本の情報公

開制度が判例を積み重ね実態として改善されて行

く上で極めて重要な位置を占めている｡ しかし､

当初からさまざまな問題点が予想された｡ たとえ

ば公開手続きには一定の所要期限が設定されてい

るのに対して､ 不服申し立てに応えて行政機関が

審査会に諮問するまでの期限､ また諮問審査会が

答申を出すまでの期限が設定されていない｡ また､

審査会の結論に不服があったときに､ 米国のよう

に情報公開法そのものに基づく裁判制度がなく､

一般的な行政事件訴訟法に従う行政裁判として争

うしかない｡ これは､ 判例の蓄積が情報公開制度

そのものの枠内で行われ､ 制度の実際的な改善の

原動力になってゆくという観点からは､ 不十分な

ものである｡

５. 防衛庁リスト問題

昨年５月28日､ 防衛庁が情報公開請求者リスト

を作成し､ 庁内で目的外に利用していることが毎

日新聞によって暴露され､ 大きな社会問題となっ

た｡ そのリストには防衛庁に対して情報公開を請

求した人物の名前だけではなくて､ 本来申請書に

は書かないはずのその人の所属している団体であ

るとか､ 申請者が取り組んでいるテーマ､ 係争し

ている裁判の名前であるとかが記載されていたの

である｡ ｢防衛庁リスト問題｣ と呼ばれるこの事

件は､ 前述したような日本の情報公開制度で予測

された懸念が現実のものとなって現れたと言える

であろう｡

端的に言えば､ 情報公開制度が思想調査の情報

収集のために使われたということになる｡ 開かれ

た行政を前進させるはずの法律が､ 市民を権力者
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の立場で管理する目的のために使われたのである｡

これは､ 法律以前の日本の民主主義の問題として､

極めて深刻な事態を示している｡ 整理すると､ 次

の三点が指摘できるであろう｡

(１) 行政官吏における人権意識の欠如 情報公

開法以前の問題として､ 行政官吏の人権意識

がいかに浅く貧しいかという現実が暴露され

た｡ 行政官たるもの思想信条で市民を区別し

てはならないという､ 基本意識が形成されて

いないのである｡ 前述したような ｢お上意識｣

が厳然と生きていることの証である｡

(２) 情報公開担当官の法への無理解 事件は､

情報公開担当官によって行われた｡ 情報公開

法そのものの意義についてほとんど理解しな

い官吏が､ 実務責任者であったことが明らか

になったのである｡ 加えて､ その担当官はも

と調査部､ 思想調査等を担当していたことも

判明した｡ 前述したような法の精神について

の教育など､ 人的投資をゼロにして発足した

制度の欠点が露呈したと言えるであろう｡

(３) 文民統制の危うさ 事件が防衛庁という行

政機関で発生したことは､ さらに大きな意味

を持っている｡ 防衛庁は武装集団 (自衛隊)

を文民統制する中枢の役所であり､ 問題のリ

スト作成に携わっていた幹部は､ ３佐 (少佐)､

２佐 (中佐) という前線では隊長､ 幕僚では

中堅幹部に属する階級の者たちである｡ 彼ら

は部下に対して人権感覚を教えなければなら

ないような文民統制の要に位置している｡ し

たがって､ 自衛隊の文民統制がいかに危うい

状態に置かれているかを､ 私たちは知ること

になった｡

６. 実際的問題点

短い期間であるが､ 実際に日本の情報公開制度

を使う中で経験した事柄のいくつかを以下で紹介

しながら､ そこに含まれている本質的な問題を議

論したい｡

(１) 実施体制の不備

前述した法の施行における人的体制の不備の問

題をまず挙げなければならない｡

包括的核実験禁止条約 (ＣＴＢＴ) に関する外

務省文書の公開請求の過程で次のような事例があっ

た｡ ＣＴＢＴは日本が積極的に発効を目指してい

る国際条約であるが､ 米国の現政権は､ 前政権が

推進した条約であるにもかかわらず､ ＣＴＢＴは

不完全条約であるという見解で条約の発効を阻止

する政策をとっている｡ つまりＣＴＢＴ問題で日

米が鋭く対立している｡ そこで､ 日本政府がＣＴ

ＢＴ問題でどのような対米交渉をしているかを知

るための文書請求を行った｡ 文書は期限を大幅に

遅れたが基本的に公開された｡

一方､ この問題は現在進行中の外交問題である

から､ 調査のための文書請求をするだけではなく

て､ 日本のＮＧＯとして日本がとるべき外交政策

について､ 直接に外務省のＣＴＢＴ担当官との交

渉も度々行われた｡ その過程で分かったことであ

るが､ 一線の外交政策担当者が､ 私の情報公開請

求の文書検索や公開､ 非公開の検閲をする担当官

でもあった｡ 担当官は､ 情報公開請求が行われた

ときには､ 従来になかったプラスαの仕事として､

夜なべをしながら情報公開請求への対応業務に携

わるのである｡ したがって､ 回答は遅れざるを得

ない｡

極めて高度な判断を要する特別な場面になれば､

政策担当官が登場して直接に判断をすることも必

要であろうが､ 日常的な情報公開業務は､ 相当程

度まで文書担当官のみで処理できる仕組みがなく

てはならない｡ それが出来ていないのである｡ Ｃ

ＴＢＴ交渉の窓口の担当官は､ ＮＧＯ関係者にい

みじくも ｢情報公開の請求を減らしてください｣

と懇願したという｡

同様に､ 不服申し立てに対する対応が極端に遅
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いという事例を述べておきたい｡ 空母ミッドウェー

の横須賀母港に関する日本側のある外交記録文書

の公開を私が請求したのに対して､ 非公開回答が

出された｡ 国の安全が害されるおそれ､ 及び他国

との信頼が損なわれるおそれ (第五条第３号) を

理由とするものであった｡ これに対して2001年８

月13日に不服申し立てをしたところ､ 翌14日に申

し立ての受領の通知があった｡ しかし､ それ以来

音沙汰無しである｡ １年半近く経過した2003年１

月29日に電話で確認したところ､ 外務省から審査

会への諮問すら行われていない状態であった｡ つ

まり､ 情報公開拒否をした外務省が､ その拒否の

理由を法的争いに耐え得る理由をつけて審査会に

提出する手続が､ １年半経ってもできないでいる

有様である｡ 審査会に諮問が送られてから､ さら

にどれだけの時日を要するかは､ 予測すらできな

い｡ (脱稿後の2003年８月28日付で外務省から連

絡があり､ ７月23日に情報公開審査会に諮問した

ことが判明した｡ 諮問まで約２年を要したことに

なる｡)

これらの例は､ 制度施行に伴う組織や人的体制

の整備が軽視された結果､ 制度に深刻な機能障害

が生じていることを示している｡

(２) 過剰な秘密主義

米軍文書の一例として掲げた第２図を再び参照

して頂きたい｡ 図の上部に ｢�������� ����

��	�｣ という記入欄をもった四角い枠が三つ並

んでいる｡ 米海軍の場合､ 航海日誌にはこのよう

に午前８時､ 正午､ 夜８時の三つの時刻にその船

の緯度､ 経度を書く欄がある｡ 図では､ 午前８時

と正午には記載が無く､ 空母ミッドウェーは横須

賀港に停泊中であり､ 午後８時には北緯33度54分､

東経140度43分に位置していたことを示している｡

このような記録によって､ 空母ミッドウェーの航

跡をたどることが可能になる｡ 私は､ この手法を

日本を母港にする米海軍軍艦の行動を調査する一

つの手がかりとして大いに役立ててきた｡

ところが､ 同じような手法での研究は､ 海上自

衛隊の船に関しては､ 現在のところ不可能である｡

防衛庁の過剰な秘密主義のためである｡

図３は､ 情報公開法で入手された海上自衛隊の

護衛艦 ｢みょうこう｣ の1998年８月26日の航泊日

誌 (自衛隊は ｢航泊日誌｣ と呼ぶ) の１ページで

ある｡ この日付は､ 朝鮮民主主義人民共和国によ

るいわゆる ｢テポドン・ショック｣ の５日前に当

たる日付であり､ ｢みょうこう｣ は発射の瞬間を

待機し､ 情報収集とミサイルの追跡に従事してい

たとされるイージス鑑である｡ 米国の航海日誌と

形式は違うが､ 基本的にカバーしている情報は似

通っている｡ 日本の記録形式では､ 図のような１

日ごとのまとめのページがあって､ そこに午前６

時､ 正午､ 午後６時､ 夜中の12時と６時間おきに
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図３ 海上自衛隊の護衛艦 ｢みようこう｣ の航海日誌



艦位 (船の位置) を記録するようになっている｡

防衛庁は､ ｢航海中の位置情報 (針路､ 艦位等)

は不開示｣ とする内部規定を機械的に運用して､

艦位はすべて墨を塗って公開している｡ 私に示さ

れた不開示理由は ｢当該情報を開示することによ

り､ 自衛隊の態勢が推察され､ 自衛隊の任務遂行

に支障を生じさせるおそれがあると認められる情

報であるため｣ (情報公開法第五条第３号) であ

る｡

情報の開示の除外を定めた第五条の第３項を正

確に引用しておこう｡

｢第五条第３号 公にすることにより､ 国の安

全が害されるおそれ､ 他国若しくは国

際機関との信頼関係が損なわれるおそ

れ又は他国若しくは国際機関との交渉

上不利益を被るおそれがあると行政機

関の長が認めることにつき相当の理由

がある情報｣

ここに記されている ｢相当の理由｣ という文言

が､ 情報公開を巡る私たちの今後の闘いの鍵とな

る｡ 法の精神によって ｢相当の理由｣ の幅を広く

していくことが､ 法律の内実を作って行くことに

なるのである｡

｢艦位｣ に関する情報は､ 公開することによる

重要な利益がある｡ 公開しないことによって､ 日

本の安保政策に対する疑心暗鬼を招く｡ 特にアジ

ア諸国との関係でいうと､ 艦位などは原則的に開

示すべきであると私は考える｡ そのことによって

｢軍事大国にならない｣ ｢専守防衛である｣ といっ

た日本の防衛政策への信頼が蓄積されて行く｡ 原

則公開とした上で､ 第五条第３号で言うところの

｢国の安全が害されるおそれ｣ 云々というケース

を狭義に精査し､ 理由を付して非公開にしたほう

が､ アジア諸国との信頼関係は増大して行く｡ そ

うなれば､ 全体としての外交がやり易くなるであ

ろうし､ 日本の感じる脅威に対してとる日本の防

衛政策に対しても理解が得られ易くなるであろう｡

つまり､ 日本の安保政策に関して行政が受けるメ

リットは極めて大きいと考えるべきである｡

このような側面について､ 情報公開法という土

俵の上で､ 日本の市民はまだ全く争っていない段

階である｡ 第３節の初めに書いたように､ 日米の

情報を付き合わせながら､ 両国の安保関係を検証

することは､ 日本の情報公開法が誕生したことに

よってもたらされた大きなメリットである｡ その

メリットを現実に生かすために､ 私たちには､ ま

だ多くの課題が残されている｡

(３) 不適切な文書管理

機械的な不開示政策に関連して､ 不開示のまま

文書が廃棄されるという問題を指摘したい｡

海上自衛隊の文書管理規程によると､ 航泊日誌

は､ ｢最後の記載をした日から１年間艦船内に備

え置き､ その後３年間当該艦船の在籍する地方総

監部に保存するものとする｣｡ ｢保存期間を経過し

た航泊日誌は焼却処分とする｣ となっている｡ 実

際は､ 環境問題のため､ 焼却ではなく裁断によっ

て処分される｡

このルールによると､ 1998年８月の航泊日誌は､

2002年８月末で廃棄ということになる｡ つまり､

前述のテポドン・ショック時の ｢みょうこう｣ の

黒く塗られた航泊日誌は､ 不服申し立てをして争っ

ていない限り､ すでに廃棄処分になっていること

になる｡ 実際､ 私は忙殺されている中でこの件に

関して異議申し立ての機会を逸してしまった｡ 幸

い誰か別人が取り組んでいない限り､ 文書は裁断

の憂き目を見たと考えなければならない｡ ここに

は､ 文書管理上の重要な問題が存在していること

は明らかであろう｡

さらに重要な場合として､ 次のことを想起して

おきたい｡ それは､ ｢きりさめ｣ ｢くらま｣ ｢はま

な｣ という三つの海上自衛隊護衛艦の航泊日誌に

関してである｡ これらは2001年11月９日､ テロ特

措法でアラビア海に派遣された初めての日本の軍
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艦である｡ 戦時下にある海外に派遣された初めて

の自衛隊の艦船として､ これらの軍艦の行動を検

証することは､ 日本の歴史にとって極めて重要な

作業になる｡ その意味でこれらの船の航泊日誌は､

後世に必ず残さなければならない記録文書であろ

う｡ しかし､ 現状のまま放置されると､ 2005年11

月末に機械的に廃棄される運命にある｡

私が､ 電話で海上自衛隊の文書管理官と会話し

ている限り､ 彼らは航泊日誌をこのような観点で

とらえるという問題意識をほとんど持ち合わせて

いないように思われる｡ 歴史的検証という観点か

ら個々の文書の重要性を判断する仕組みを確立す

ることが､ 情報公開法の前提問題として真剣に検

討される必要がある｡ いまや日本の防衛・外交政

策は日本だけの問題ではなくて､ とりわけアジア

にとっては重要な問題である｡ その記録をアジア

の人々が検証することを可能にするために､ 日本

の大学関係者によるとり組みをお願いしたい｡ 航

泊日誌に限っていえば､ 機械的にマイクロフィッ

シュにするような制度が必要である｡

(４) 案件処理外交の宿命

ＣＴＢＴ外交に関する文書請求の例を先に述べ

たが､ その他にも､ 核不拡散条約の再検討会議､

同準備委員会､ 国連総会第一委員会などに関係す

る軍縮外交に関する外交文書の入手と分析にも私

は取り組んできた｡ その中で実感するのは､ 同種

の米国務省の文書と比較して､ 日本の文書は実に

面白くないということである｡ 文書作成者の意図

や個性が浮かび上がる場面がほとんどなく､ 公開

文書からも､ 新聞に伝えられるような公式内容の

繰り返し情報しか得ることが出来ない｡

立案過程の情報がないということが一つ理由で

あろうが､ もう一つ指摘できるのは､ 戦略をもっ

て外交現場に臨む姿勢が乏しいということであろ

う｡ 外交は生き物であるから､ 多国間会議に戦略

を持って臨むとき､ 外交官の思想が自ずと現れる

ような文書のやりとりが､ 会議現場の代表団と本

庁の官僚の間に当然あってしかるべきである｡ 非

開示にされているから目に触れないのではなく､

そもそも､ そういう質を持った文書はまれにしか

存在しないために目に触れないのではないかと､

私には思われる｡

つまり､ しばしば指摘されるように､ 日本の外

交が､ 案件やスケジュールをこなす ｢案件処理外

交｣ であるため､ 公文書にも生きた情報が乏しい

のである｡ 日本から提案したものが､ うまくいっ

たとか､ いかなかったというレベルの話は登場す

るが､ 会議に現れた他国の姿勢の分析､ それを踏

まえた日本の対応についての意見交換といった情

報やその形跡はほとんど見られない｡ 本当の意味

で外交の中身にかかわった情報が乏しいというこ

とは､ 情報公開制度そのものの問題ではないが､

情報公開制度が明らかにしつつある日本外交その

ものの問題として､ 指摘しておきたい｡
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